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本論の目的は、競争を媒介として複数の産業集積の需要を取り込むかたちに収赦していく
領域と地域固有の特長を活かせる領域を分類したうえで、産業集積論の今日的課題として指
摘されている、「地域における企業レベルの「多種、多様な業種構成と多機能」を備えた新
しい生産ネットワーク(=i新しい産業集積J)を構築しようとする戦略J(林、2003、274頁)
の一端を明らかにすることである 1)。本論では、産業集積論を踏まえて米沢の繊維工業を 5
つの企業群に分類したうえで、産業集積地域を一つの組織として捉え、産業集積地域内の企
業群を組織の機能という新たな観点から捉え直すこと (i顧客の多様化とフロントエンドの
機能J(野田、 2005、253頁。)の枠組みを活用すること)で、各企業群に求められている組
織の機能について論じている。
キーワード:産業集積論、繊維工業、コンセプトアウト型、組織機能、文化型産業
l.地場産業型集積に位置づけられる米沢の繊維工業
1-1.産業集積論における今目的課題。
本論における「産業集積」の定義は「地理的に接近した特定の地域内に多数の企業が立地
するとともに、各企業が受発注取引や情報交流、連携等の企業間関係を生じている状態のこ
とJ(中小企業庁編、 2000、267頁)とする 2)。産業集積論では、産業集積地域の機能、経
済的合理性、形成の諸条件について体系的に論じており、諸研究において地域における中小
企業のイノベーションシステムをいかに構築してきたのか、または、地域を超えてモノ、カネ、
情報を活用していくのかという点に注目をしている。ただし、一方では主として産業集積地
域の機能、経済的合理性、形成の諸条件のうち、対象地域にいかなる経営資源を充当するべ
きか(経営資源が形成されてきたのか)というアプローチ 3)、他方では既存の資源の上に生
成するものであり、どこにでも形成されにくいという、主として特異性に注目するアプロー
チ4) とに大別される。例えば、産業集積の一般的な経済性として、規模の経済性、多様で
高度な補完的生産機能、生産単位の存立形態による有効性の内容の差異が指摘されている 5)。
業種によって異なるが、概ね 1980年代半ば以降、地域における需要の停滞・縮小、特定
地域のみで生産機能を補完する意義の低下、特定の工程に専門化している企業の量的な縮小
を続けており、主に加工組立型産業 6)を対象とした研究に焦点が当たっている 7)。これらの
先行研究では主に部品供給企業に注目をしており、高い対応能力を発揮して、いかに元請大
企業の要請に応えるかという枠組みで論じられる傾向を有している。それゆえに、新製品開
発や新製法開発のために、産業集積地域において低下した優位性を情報通信技術の活用、企
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業開工程分業の見直し、生産管理技術の向上、産学官連携を通じて高めることが指摘されて
いる。ただし、最終製品以外の部品や製品の供給企業に注目しているがゆえに、最終製品を
購入する最終消費者にアクセスできるポジションに焦点を絞込み難く、おのずと、元請大企
やより高次に位置づけられる下請企業を対象とした顧客志向(限定された顧客志向)を論じ
ることとなる。換言すると、最終消費者のニーズにアクセス困難であるがゆえに、限定され
た顧客志向に陥りがちな加工組立型産業を主な対象として、取引関係における対等さの程度
8)や下請企業から独立企業に移行するプロセス 9)が論じられる傾向になる 10)。
したがって、産業集積論の今日的課題として指摘されている「地域における企業レベル
の「多種、多様な業種構成と多機能」を備えた新しい生産ネットワーク(=I新しい産業
集積J)を構築しようとする戦略J(林、 2003、274頁)に繋がる研究は殆ど蓄積されていな
い。その理由として、 1)長期的な需要の拡大への期待、及び、特定地域において企業の量
的拡大を期待しにくい状況にあること、 2)地場産業が他業種を巻き込むかたちで質的向上
を描きにくい状況にあること、そして、 3)顧客のニーズをいかに最終製品に繋げるかとい
う視点よりも、モノづくりの技術や技能の質的向上や減価低減をいかに果たすかという視点
(経営資源の少なさゆえに、最終製品を製造困難な中小企業が、主たるニーズを TQC(Total 
Quality Control)の向上によって果たす視点)で考察を深める点が挙げられる。 3)におけ
る後者の視点は、特定の産業集積地域内における企業間競争を繰り広げていないにせよ、産
業集積地域聞における激しい競争に繋がる可能性を有している。すなわち、産業集積地域間
における激しい競争に栖される食業は、多様な需要の増加を見込めない限り競争を媒介とし
て複数の産業集積地域の需要を取り込み、極少数の地域に収触していくことになる 11)。一
方で、 3)における後者の視点に拍らないかたちで、前者の視点の生き残る方向性を探るな
らば、地域固有の特長を活かすかたちで産業集積地域を再構築することとなり 12)、林正樹
氏の指摘している産業集積論の今日的課題の一端を明らかにできる議論の場を提示できる余
地が生じる 13)。本論では、この方向性について論じるものであり、対象地域として、最終
製品を購入する最終消費者にアクセスできるポジションに位置している中小企業を擁してい
る米沢市(山形県)の繊維工業に注目をする。
1-2.地場産業型集積に位置づけられる米沢の繊維工業
最初に、米沢の繊維工業 14)が産業集積 図1:米沢の繊維産業における企業間取引関係
地域のどの型に位置づけられるのかを論じ
る。 1997年から 2007年において実施され
た、「特定産業集積の活性化に関する臨時
措置法Jにおいて、米沢市の繊維工業は「特
定中小企業集積 (B集積)Jとしての指定
を受けている。また、産業集積は地域面で
類型化をすると 2つに大別できる 15)0 1 
つ目は中小企業庁 (2006)における 4類型
であり、企業城下町型、産地型、都市型複
合、誘致型複合に分類されている 16)0 2 
つ日は中小食業金融公庫調査部 (2002)の
4類型であり、企業城下町型、地場産業型、
都市集積型、地方工業集積型γ分類されて (出所).東北産業活性化センター 編、 2刷、 124頁。数約・
」 沼田小野編著、 2009、93貰。及び、ヒアリング調査
いる。 に基づき筆者作成。
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米沢の繊維工業は、小巾 17)に携わっている事業所群と広巾 18)に携わっている事業所群に
大別できる。そして、これらの事業所群を補完する事業所群(生地問屋、染色、撚糸、整理、
仕上(プレスや内職)、紋、意匠、仕掛と買継(産地における商社)が域内に立地している
域内で加工から製品製造までの機能を備えている地域である(図1)。小巾では米沢織や置
賜紬の産地として、集散地(特に、東京、京都 19)) との深い関わりを有しており、広巾ではトッ
プゾーンを扱うアパレルや商社からの受託生産をしている縫製工場としての役割を果たして
いる初)。
米沢市の繊維工業は、織物技術を現在の小千谷市(新潟県)から導入して以来 21)、蓄積
を続けてきた産業である。事業所数、従業者数ともに日本経済が高度成長の山場(いざなぎ
景気)を迎えようとする 1965年を境に減少を続け、生産額も 1973年と 1991年を山として
減少傾向を続けており、 3つの時期に大別されている 22)。第1期は 1955年から 70年代半
ばにかけて生じた小巾の量的縮小に伴う衣服製造業への転換であり、広巾の産地としても認
知され始めた時期である。第2期は 1970年代半ば以降から 2000年に至る時期であり、大量
生産品ではなく、多品種中少量生産品を扱うことを選択した時期である。なお、米沢織を含
む小巾の生産高比率は 1975年 (72.2%)をピークに減少を続け、 1985年に広巾よりも少な
くなり、2008年に31.5%へと減少を続けている。第3期は2000年から現在に至る時期であり、
小巾、広巾、それぞれにおいて、大きく変わる経営環境の変化に対応し続けている時期である。
以上の特徴を踏まえて米沢の繊維工業を位置づけると、「産地型集積jと「地場産業型集積J
が該当する。「産地型集積」とは「消費財などの特定業種に属する企業が特定地域に集中立
地することで集積を形成。地域内の原材料や蓄積された技術を相互に活用することで成長し
てきたJ(中小企業庁編、 2006、135頁。)地域であり、「地場産業型集積」とは「消費財な
どの特定品目に特化した集積タイプで、わが国では群県の桐生、京都の西陣、福井など、繊
維産業がこのタイプの産地を形成している。…我が国の機械産業が一大発展を遂げて全国展
開するまでは、これらの地場産業が地方経済を支える数少ない工業として重要な役割を担っ
ていたJ(中小企業金融公庫調査部、 2002、l頁。)地域である。米沢の繊維工業は、 1913年
に日本において初めて人造繊維(化学合成繊維)である人口絹糸(レーヨン)の開発に成功
し、帝国人造絹綿株式会社(現帝人株式会社)を擁した地域である。しかし、人口絹糸は米
沢市の繊維工業との関わりによって生み出されたものではないために、時代に応じて、地域
において蓄積されてきた原材料や技術を相互活用して扱う製品を転換して来たわけではない。
集積形成の歴史的な背景や上記の点を以って、米沢の繊維工業がどちらの型に位置するか
を断定することは困難である。そこで、本論では米沢の繊維工業を「地場産業型集積Jとし
て位置づけることとする。
なお、「特定産業集積の活性化に関する臨時措置法Jの廃止に伴い、「特定産業集積の活性
化に関する臨時措置法」の評価(案)が成されている。この資料によると、一定の効果を挙
げられたとする一方で、課題として、「市場ニーズの多様化と技術の高度化が進展する中で、
…市場の変化に適切に対応できないJ、「マーケテイングに関する適切なアドバイスなど、集
積地域の中小企業の課題に対応した支援ができていない面があるJ(中小企業庁経営支援課、
2006、28頁)点が指摘されている。このことは、地域内に最終製品を購入する最終消費者
にアクセスできるポジションに位置している中小企業を擁しているものの、地場産業型集積
として広く捉えている為に、特定の企業群に焦点を当て難いという意味で、考察の限界と考
えられる。したがって、本論では、このポジションに位置している(位置せざるを得ない)
ポジョンに注目するためにヒアリング調査を実施して考察を深めることとする。
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資源を投入するまで(前行程)の短納期、製造工程(後工程)における短納期を追求してい
る(主として原価の低減を追求している)企業群である。受注から納品に至る工程において
「代替困難な工程」は、「縫製」のみならず、「縫製Jに関わる工程全体にまたがっている (l
-1社。 ll-2社)。理由は、仕様書(製品イメージ)を受け取り、(必要に応じて)デザイナー
の意図を正確に汲み取った上で、製品を忠実かっ短期間で仕上ることを求められるためであ
る。北陸地域と比較すれば小規模だ、が、纏まったロット数を受注しており、受注企業数はトッ
プゾーンに位置づけられる 20-50社であり、近年の納期は1-2週間と 5年前と比較して
半減している。また、競合企業も東北地域の特定の企業と把握しており、単価の違いを含め
た優劣を明確に把握している。したがって、経営資源を自社製品の開発や企画に向けるより
も、製造工程における TQCの向上を極めて重視している。例えば、短納期を実現するために、
大型機械の導入、複数の分工場の展開や合併に伴う規模の経済性の追究、自社の要求に応え
られる域内の調整機能を有している企業群(撚糸、成形、整理)、及び、内職お)を活用した
コスト低減等が挙げられる。
③「縫製lJは、主にベターゾーンを扱う優良な取引先との取引関係の強化の模索と、
OEM手配能力の向上を目指すために、売れる商品を企画・設計・開発して、売れる製品や
追加発注に応えるための短納期を追求している(主として売上高の増加を追求している)企
業群である。受注から納品に至る工程において「代替困難な工程」は、主に「企画」、「開発」、
「設計」、「試作」である(1I-3社。 ll-4社)。理由は、問屋、買継、商社が以前ほどリス
ク26)を抱えることを止め、そのリスクを買継や縫製Eに分散させているため(買継や縫製
Eが担わざるを得ないため)である。それゆえに、取引先の要望を自社で対応できることを
正確に計れる人材に加えて、売れる商品に付加価値を加えられる人材(仕事を獲得し、次の
商品のアイデイアに繋がる情報を獲得する営業力)とともに、需要変動や期中の追加発注に
弾力的に対応するための短納期を目指している幻)。縫製Iと比較してロット数の少ないこ
ともあり、即日納品できる仕組みを構築している事業所も存在している。なお、域内の調整
機能を有している企業群(撚糸、成形、整理)、及び、内職を活用してコスト低減を図って
いる点では 1種類自の企業群と同じだが、売れる商品づくりを中心としているために、外注
を積極的に域外に見出しているとの特徴を有している。
④「買継」は、販路の拡大(営業力、企画力の強化)を追求している企業群である。従来
は、集散地、アパレル、商社と織物、縫製との中聞を繋ぐ地方卸としての役割を担っていた。
しかし、買い手交渉力の低下した問屋や、全ての在庫リスクを抱えられなくなってきたアパ
レルや商社が、リスクの一部を買継や縫製Eへの移行を進めているために、企業の統合や休
業・廃業が進んでいる。その結果、かつて棲み分けをしていた買継と縫製Eにおける競合領
域の重複が生じている。受注から納品に至る工程において「代替困難な工程」は「企画」、「手
配J、「販売」である。産地の強みである製造技術と技能を社内に蓄積していないものの、産
地との深い繋がりを有しており、また、他の企業群と比較して最終消費者のニーズにアクセ
ス可能であり、最終製品の開発と販売の役割を担うポジションにあり、江戸時代以降、米沢
の繊維工業の課題となっている販路開拓の役割を担っている。また、買継事業所は後述する
調整機能において、一定の役割を果たしている。「売るためだからといって手抜きを一切せず、
産地に貢献できるように努めているJ(il -1 1杜)との回答にあるとおり、受注機能の拡
大という機能を果たしていることに加えて、品質を保つために売上を増やすための値引きを
安易にしないという機能も有している。
⑤「①から④を補完する企業群(染色、整理、撚糸、意匠等)Jは、調整機能と取引費用
の削減機能を担っている企業群である。この企業群は、織物と縫製を担っている事業所と買
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継を担っている事業所と密接な関わりを有している。密接な関わりとは、素材に応じた加工
に対応できる技術蓄積、頻繁な打ち合わせによる取引費用の削減、企業聞の濃密な'情報の流
れと情報の共有お)という産業集積の意義である。染色と整理の技術蓄積に関して述べると、
例えば、糸を染めることについては、生糸、綿花、化合繊など、素材の種類をはじめ、生糸
の産地(中国産、ベトナム産、ブラジル産、国産(更には、鶴岡産などの地域毎))、種子や
品種改良を重ねた素材に応じて、発注企業の意図に対応する為の技能・技術を求められる。
また、湿度、気温を考慮した加工、異なる素材に対して均質的な風合いに仕上げるための微
調整、及び、多様な価格帯に応じて素材を選択することも求められる。ただし、米沢の繊維
工業は、ロット数更なる減少を続けている多品種少量生産品に特化している地域、一定量の
量産品になると海外や北陸地域等の域外に流出する地域という特性を有しているために、規
模の生産性を発揮しにくい。意匠の技術蓄積に関して述べると、数十年前までは労働集約的
な工程だ、ったが、近年は CAD上でデザインした模様をデータ化する形態へと変化をし続け
ている。素材の特徴(種類や生地の厚さなど)によってプログラムを変更したり、(主とし
て域内の)発注企業との打ち合わせの増加に伴う、仕様変更への対応の増加、そして、紙を
媒体としていた穿孔データ(用紙)のデジタル・データ化によって取引先企業の要請への対
応力を高めている。
取引費用の削減に関して述べると、織物、縫製事業所と、染色、整理、意匠、買継事業所
の地理的な近接性ゆえに、仕様の変更に直ちに対応でき、取引を重ねることで取引相手の抱
くイメージを容易に汲み取れる。また、この工程は最終消費者に近い位置にいる買継事業所
と摩擦の起きやすい織物と縫製事業所の中間に位置しており、双方の仲裁役という意味の調
整機能も担っており、他産地や新規の事業所と取引をするよりも費用を削減できる。
以上の内容をまとめると、米沢の繊維工業は大きく 5つの企業群に分類可能であり、産
業集積の一般的な経済性として指摘されている規模の経済性、多様で高度な補完的生産機能、
生産単位の存立形態による有効性の内容の差異の存在が確認できる却)(表2)。また、1.に
表2:ヒアリング調査概要
鑓製I
縫製
tるため，)[回土.n土K社]
買継
(出所)筆者作成。
おいて述べた2つの領域(①競争を媒介として複数の産業集積地域の需要を取り込むかたち
に収飲していく領域、②地域固有の特徴を活かせる領域)に各企業群を分類すると、①に位
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2002、181頁。)である。技術開発とニーズのどちらが必要性をもたらたしているのかという、
テクノロジー・プッシュとニーズ・プルの問題でありぬ)、近年、後者の立場が重視されている。
更に、顧客の潜在的に欲しかった全く新しいコンセプトのモノを、顧客との対話を通じて製
品化をする機能を組織として持つ、コンセプトアウト型が指摘されている 31)。この概念の
特徴は、顧客と直接対話する立場にいるフロントエンドにおいて、商品コンセプトの提案機
能を有する)ことにある。
3・2.地場産業型集積における経営展開の凹類型
本節では、前章において分類した企業群を、プロダクトアウト型、マーケットイン型、コ
ンセプトアウト型に位置づけ、地域固有の特徴を活かせる領域に関わる経営展開について考
察をする。なお、「顧客の多様化とフロントエンドの機能」における「顧客Jとは、元請企業(ア
パレル、商社、集散地問屋、最終消費者)と位置づける。
最初に、プロダクトアウト型について述べる。プロダクトアウト型では、「顧客」に該当
する主にトツプゾーンを扱っているアパレルの仕様をj順守することを求められているために、
産地で「戦略策定Jの機能を有しておらず、縫製工場としての役割を求められている。この
類型では、「実行Jを経営者と各企業が担い、高品質を維持しつつ更なるコスト低減と短納
期を目指すこととなる。この類型に該当している企業群は縫製 Iであり、他産地に受注を奪
われないために、 TQCの向上を通じて、優良な取引先企業との取引関係を如何に強化する
かを最大の課題としている。ヒアリング調査では、高性能な機械の導入、小売庖の販売情報
をオンライン化して即納体制を構築するといった事例を確認できた。
マーケットイン型では、「顧客J(広巾では主にベターゾーンを扱っているアパレル、商社、
小巾ではトップゾーンを扱っている商社、問屋)のニーズに応じて「情報収集」、「戦略策定」、
「実行Jを通じて、そのニーズに適合する製品を開発している。具体的には、「顧客」である
デザイナーの製品イメージ、または、展示即売会において求められている(最終)消費者の
求めている(最終)製品についての「情報収集Jを実施したうえで「戦略策定」に取組み、「実
行J(製品イメージを製造工程に落とし込む工程、及び、製造工程から納品に至る工程)に
移行する。更に、納品や販売した最終製品に関する評価を顧客からフィードパックすること
で、最初の工程に立ち返る。この類型に該当している企業群として、①織物、買継(小巾)
と②縫製宜、買継(広巾)が位置づ
けられる。①では、問屋や商社に製
品を納入しているが、小物製品や縫
製をした最終製品の即売会を実施し
ている事例もある。くここに表3を
挿入、版面で 10行分の高さ>織物
では、ブランド力(米沢織、置賜紬)
の強化を追求し続けているが、市場
の規模の縮小傾向を続けている。そ
れゆえに、問屋が一定量を購入し続
けられなくなったり、返品の増加に
伴い、織物は必要に応じて買継と連
表3::米沢市の繊維工業における経営展開の四類型。
(出所)筆者作成。
携して販路の拡大を目指したり、車販している事例を確認できた。②では、 TQCの追求のみ
で既存の取引先企業から安定受注の確保の困難な状況 (リスクを担わざるを得ない状況)に
なっている為に、短納期対応、とりわけ、期中の追加オーダーへの即納、元請企業の求めて
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いる製品イメージを短期間で納品すること、元請企業への企画や提案能力の向上を通じて、
販路の拡大を追求している。
コンセプトアウト型では、より多くのリスク却を負い(仕上加工を施した最終製品の製造、
販売をして)、「顧客J(アパレル、商社、または、最終消費者)との「対話jを通じて潜在
的なニーズを収集し、「戦略策定J(企画)、「実行J(販売)に取り組んでいる。多くのリス
クを負っているために、企画・販売の成果次第で多くの利益を期待できるが、アパレルや商
社の担えきれなくなったリスクを担っているために、通年の営業利益は不安定な可能性があ
る34)。
最後に、上記企業群を補完している企業群(染色、整理、撚糸、意匠等)だが、基本的に
待ちの経営(地元の織物、縫製、買継からの受注を待ったり、域外からのスポット受注を待
つ経営)をしているために、スポット受注を如何に効率的に取り込むかが重要となる。
以上が、 2.において分類した金業群を、プロダクトアウト型、マーケットイン型、コンセ
プトアウト型に再配置した経営展開の四類型(表3)と、それぞれの型における組織機能の
担い手を位置づけた結果である(表4)。
なお、プロダクトアウト型では、「戦略策定」 表4::米沢市の繊維工業の担っている組織機能。
を米沢の繊維工業において担っていないた
めに、「なし」と記載している。表3をみ
ると、「競争を媒介として複数の産業集積
の需要を取り込むかたちに収飲していく領
域」に該当しており、この類型に近似して
いる「価格破壊指向型経営」お)を競争力
(出所)筆者作成。
強化の源泉としている企業群は、縫製I、縫製E、買継(広巾)である。「地域固有の特徴
を活かせる領域」に該当しており、この類型に近似している「本質的機能追求型経営J)を
競争力強化の源泉としている企業群は、織物・買継(小巾)だが、市場規模の縮小ゆえに、
特にコスト低減を強く求められている。このことが、少なくとも米沢市の繊維工業において、
閉塞感を生み出しているといえる。
では、「地域固有の特徴を活かせる領域」において、有効な戦略は描けないのであろうか。
「地域固有の特徴を活かせる領域Jに繋がる先行研究として、「文化型産業jがある(表5)。
「文化型産業」の概念とは、「人間の生命・生活の維持に必要な財・サービスの提供に関わる
産業であり、その代表は衣食住関連業種である。これらの生活必需品はそれぞれの民族や地
域の歴史性、気象条件や資源特性などの自然環境に強く規定される形で、地域生活文化を体
現するJ(吉田、 2003、24頁)である
この概念を踏まえて、表3を再検討す
ると、コンセプトアウト型において、
最終消費者の購買意欲の刺激に繋がる
地域生活文化や感性を提案する形態が
欠けている。一見すると、マーケット
イン型に位置づけている織物、買継(小
巾)に含まれるとも考えられるが、織
物、買継(小巾)は文化ではなく伝統
趨鎗鰐1"1イメージ
製品の観能の特性
主擦な灘材の特徴
生産カの特徴
鍵争力の甑泉
中主、的な企集積型
直鶏の存在怠箇
表5::文化型産業と文明型産業.
文化型車集 文明型車業
衣金艇なEの生活必鎗晶a灘 自動車・家種なEの近代的機械工._
人聞の生命k生活の鎗持 人間の手足・五感の擁能向上
天然資源の活用 脅威物質町田寛・活用
伎鑑..車線の窃度化 銭術{機械体系}の進歩
勉厳生活文化k感性の独創性 将学設備・知性の高度化
抱峨密着型中小企寮 大企.・ベンチャー 企業
金かな1.1:舎の必要晶体{土台} 豊かな1.1:舎の+分条件{上続構造}
(出所)吉田、 2003、24頁より引用.
文化を出発点としている点において異なる。コンセプトアウト型の具体例として、 2009年
度グットデザイン賞特別賞(日本商工会議所会頭賞)を受賞した阿部産業株式会社の iK町U
HAKIJというスリッパが挙げられる。一般的なスリッパは「価格破壊志向型経営Jに位置
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しており、日常的な「文化」として根付いている製品である。 iIill町HAKIJは、機能性と
デザインの斬新性を兼ね備えており、米沢の袴地を外装に使用することで、高価格帯にも関
わらず最終消費者の購買意欲を刺激し、袴地という伝統文化を製品に埋め込んでいる。産地
を超えて模倣可能な技術や技能は、 TQCの向上に寄与するが、模倣可能である。「地域固有
の特徴を活かせる領域」とは、模倣困難な「文化型産業Jを追求することではないだろうか。
まとめと今後の課題
本論の目的は、競争を媒介として複数の産業集積の需要を取り込むかたちに収赦していく
領域と、地域固有の特長を活かせる領域を分類したかたちで、林正樹氏の指摘している産業
集積論の今日的課題、「新しい産業集積」を構築しようとする戦略の一端を明らかにするこ
とである。本論では、産業集積論を踏まえて米沢の繊維工業を企業群に分類したうえで、産
業集積地域を一つの組織として捉え、産業集積地域内の企業群を組織の機能という新たな観
点から捉え直すことで、各企業群に求められている組織の機能を考察した。その結果、「競
争を媒介として複数の産業集積地域の需要を取り込むかたちに収赦していく領域」を軸に経
営展開をしている企業群と「地域固有の特徴を活かせる領域」を軸に経営展開をしている企
業群を、組織の機能という観点から説明できることが明らかになった。本論では「地域固有
の特徴を活かせる領域」として、「文化型産業」の担い手と位置付けた織物、買継(小巾、広巾)
を提示したが、産地や業種によって経営展開の余地は多様なものと考えられるために、様々
な産地や業種を対象に考察を深めることが課題である。また、「文化型産業Jをいかなる形
で追求するかについては、現在収集している各企業の財務資料、及び、、後年における再調査
との比較等によって、研究を更に深めたい。
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中小企業金融公庫調査部 (2002). 
5 )渡辺、 2001、156-158頁参照。
6 )加工組立型産業とは、産業中分類の一般機械製造業、電気機械器具製造業、輸送機械器
具製造業、精密機械製造業の4業種をさす。
7)脚注2、脚注3を参照されたい。
8)港、 1985、41-46頁参照。
9)山田、 2000、9頁参照。
10) もっとも、地場産業のマーケティング戦略に注目をしている先行研究は存在しており、
地場企業の知名度と市場占拠率のマトリックスによって4つの類型に応じたマーケテイ
ングの戦略と課題について考察(田中、 1986)、6つに類型化した中小企業における市
場開拓の方向性を指摘している考察(中小企業研究センター、 1989)が1980年代にお
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いて論じられている。
1)渡辺、 2001、158-160頁を参考に記している。
12)この点に関しては、「全国の各地域が独自な産業集積を形成し、さらに全国各地域と深
いネットワークを形成していくことJ(関、 2008、121頁)という、産業集積地域の今
後の方向性の指摘に基づいて記述している。
13)地域の産業集積を対象とする際に、 3)における後者の視点、を踏まえずに、地域の固有
の特長を絞り込むことは困難と考える。なぜならば、特定の産業集積において内部競争
に殆ど晒されず専門化を果たしている企業群と、産業集積聞において激しい競争をして
いる企業群、そして、それらの企業群を補完している企業群が混在していると考えられ
るためである。
14)産業中分類において、「繊維工業(衣服、その他の繊維製品を除く)Jと「衣服・その他
の繊維製品製造業」は、平成20年度以降、「繊維工業」に統合されている。
15)産業集積の地域面の類型化であり、機能面の類型化ではないことに留意されたい。なお、
機能面の類型化を含めた先行研究として、機械工業関連の産業集積を既存工業集積と広
域機械工業圏の2層に分類した先行研究(渡辺、 2000。井出、 20020)がある。
16)中小企業庁編、 2006、135-136頁参照。なお、 2000年版中小企業白書における産業集積
の分類では、産地型、企業城下町型、都市型、進出工場型、広域ネットワーク型、産学
連携・支援施設型の6種類に分類している(中小企業庁編、 2000、267頁。)。
17)小巾とは、呉服製品(米沢では主に袴地、着尺、男帯製品)とその関連製品(小物)を指す。
18)広巾とは、洋装製品(米沢では主に婦人服地)を指す。
19)米沢繊維協同組合連合会所収の資料によると、 2009年における販売高構成比率は、東
京37.4%、京都37.0%、名古屋8.2%、大阪2.3%、北海道0.2%、その他14.8%である。
20)具体的な企業名を公開できないが、ヒアリング調査を通じて入手した情報に基づいて記
している。
21)米沢における絹織物の祖は、 1790年あたりに透綾を製造した町田八之丞真乗(小沢、
1962、108頁)と記されている。しかし、絹織物の技術導入は文化元年-4年 (1804-
07年)に商人主導で丹後(京都府)より丹後絹の織機の模型を取り寄せて織機をつく
ると共に、甲州で織っていた諸糸機を改良して唐糸織を製造販売した時期(渡部・小沢
編、 1980、132頁)との見解や、安永年代 (1772-80年)に機業の始めた家があったと
の記録もある(渡部・小沢編、 1980、271頁)。なお、織物技術が米沢に流入してきた
非公式な時期は不明だが、越後縮織りの技術者、松の山天水村の源右衛門(縮師)によっ
て伝えられたと記されている(渡部・小沢編、 1980、94-95頁)。
22)この記述は、前川、 1973。米沢信用金庫、 2009。数納・誼・小野、 2009。を参考に記し
ている。
23) i伝産法Jとは伝統的工芸品の産業振興、国民の生活の豊かさの向上、地域経済の発展
を目的として、 1974年に公布 (1992年、 2001年に一部改正)された法律である。こ
の法律によると、「伝統的工芸品Jと認定されるために5つの要件を満たさねばならず、
認定を受けることでプランド力の向上や助成を受けられる機会が高まる。
24)伊丹、1998、12-18頁に基づき記している。ここでは、産業集積における柔軟性要件として、
①技術蓄積の深さ、②分業問調整費用の低さ、③創業の容易さを指摘している。とりわ
け、①と②は産業集積地域に分業の単位の細かさ、分業の集まりの規模の大きさ、企業
の聞に濃密な情報の流れと情報の共有の存在を備えているのではないかと述べている。
25)内職は![-1社から![-4社における「仕上」、「まとめ」、「特殊仕上ライン」の一部に
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あたる。
26) ここで述べている「リスク」とは、最終製品の在庫リスクを意味している。リスクは、
原糸、染色した糸、繊布、染色した繊布、裁断した繊布、縫製した半製品、最終製品の
順に高くなる。それゆえに、高いリスクを担う企業ほど多くのマージンを得る傾向がある。
27) トレンドをつかみにくい商品では、シーズンを過ぎると殆ど売れなくなるために、需要
に応じて即納することが競争力の源泉のーっとなる。
28)伊丹、 1998、12頁。中小企業金融公庫調査部、 2002、64-65頁参照。
29)ただし、近接している領域に経営展開をしている企業が散見している。例えば、買継が
OME手配能力の向上を目指したり、整理が縫製機能を保有したり、織物が縫製を扱っ
ている事例である。したがって、15つの企業群jは、それぞれの企業における主たる「自
社の強み」に注目して分類をしている点に留意されたい。
30) Schon、1967。参照。
31)野田稔、 2005、253頁に基づき記している。
32)野田稔、 2005、255頁に基づき記している。
33)繊維工業におけるリスクとは、原糸、繊布、染色した繊布、裁断・縫製した製品、仕上
加工を施した最終製品の順に大きくなる。
34)米沢の繊維工業をプロダクトアウト型、マーケットイン型、コンセプトアウト型に位置
づけているが、通年における営業利益はプロダクトアウト型が最も高い可能性がある。
この点に関しては、現在、営業利益や(流動・固定)資産と負債を始めとしたデータを
収集しているが、今後の課題である。
35) 1価格破壊志向型経営」とは、「海外生産に軸足を置いた形での価格競争力に過度に傾斜」
(吉田敬一、 2003、24-25頁)することを志向した経営である。
36) 1本質的機能追求型経営」とは、「財・サーピスの本質的な機能の充実・高度化(いわゆ
るホンモノ志向)を競争力の源泉とする非価格競争力重視J(吉田敬一、 2003、24頁)
を追求した経営である。
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